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は じ め に

今日、人びとの生活構造や価値観の多様化、少子 ・高齢社会への移行、また地方分権

の流れなど社会経済情勢が大きく変化し、複雑化する中で、社会的な課題に市民が主体

的に取り組むNPO・ ボランティアなどの活動が活発化し、その役割と重要性が大きく

なっているところです。

府中市においては、市民の自発的な公益的活動及び協働を推進していくために、平成

14年 度から、専門的な立場から助言や調整を行うNPO・ ボランティア担当市政ディレ

クターを選任しました。

また、庁内に府中市NPO。 ボランティアとの協働推進会議を設置し、府中市における

NPO・ ボランティア活動及び協働の推進への取組を検討するとともに、平成 15年 6月

には、市民参加による府中市NPO。 ボランティアとの協働推進懇談会から 「府中市NP

O・ボランティア活動及び協働の推進について」の報告をいただきました。

そして、推進懇談会の報告を充分尊重し、推進会議において検討した結果、活動及び

協働の推進における本市の基本的な考え方や支援の基本姿勢等を定めたものが、この「府

中市NPO。 ボランティア活動及び協働の推進に関する指針」です。

今後、具体的に協働を推進していく中で生じる課題や国の動向をはじめとした社会環

境の変化を踏まえて、この指針を必要に応じて見直します。

指針策定の趣旨

1 社 会的背景

(1)個 人の自己実現意欲の高まり、社会貢献活動の増加

近年、社会の成熟化に伴い、物質的豊かさだけでなく、生きがいや自己実現な

どの心の豊かさへと人々の意識が変化し、余暇時間も増大しました。そのため、

多くの市民が自らの意欲や能力を社会の中で生かしたいと、社会貢献活動を行う

ようになりました。

121 住民ニーズの多様化、行政サービスの限界

人々の生活構造や価値観の多様化、少子 ・高齢社会への移行、地方分権の推進

など、社会が大きく変化し、一層複雑化する中で、住民ニーズは多様化していま

す。行政だけでこうしたニーズのすべてに対応することは、財政 ・組織など行政

の持つ制約から現実的にも困難です。

13)民 間企業における社会貢献活動の活発化

地域社会における企業活動として、民間企業の広範な社会貢献活動が活発化し

ています。



に)阪 神 ・淡路大震災におけるNPOや ボランティアの活躍、特定非営利活動促進

法(通称 :以下 「NPO法 」という。)の成立

平成 7年の阪神・淡路大震災におけるNPOや ボランティアの目覚ましい活動が

契機となり、平成 10年 12月 には社会貢献活動を行う団体の法人格取得につい

て定めたNPO法 が施行され、特定非営利活動法人(通称 :以下 「NPO法 人」と

いう。)の活躍の場も広がってきています。

策定の目的

こうした社会変化の中、行政と他のセクターがそれぞれの役割と責任を認識し、

お互いが連携 ・協力した協働によるまちづくりの推進が求められています。

この指針は、「第5次府中市総合計画一わたしたちの新世紀府中プランー」を上位

計画とし、市民の自発的、継続的な社会貢献活動並びに市民、NPO・ ボランティ

ア、事業者及び市との協働を推進するための基本理念を定め、市民、NPO・ ボラ

ンティア及び事業者の役割と市の責務を明らかにするとともに、活動及び協働の推

進に関する事項の基本的な方向性を示すものです。

※ セ クター  社 会における様々な活動主体の構成のことで、第一セクタ
ーは行政、第ニセクターは営利企業、第3セ クターは民間非営利団体と分

類されています。

定義

NPO

NPO(NorProfit Organization)とは、民間の非営利組織のことで、福祉や環境

などの社会的な課題に、市民が主体的に取り組んでいる組織を指します。

NPOに 含まれる団体の範囲については、狭義から広義まであり、国内でも海外で

も使われ方は統一されていません。

平成 12年 版国民生活白書によれば、最広義でとらえた場合は、協同組合等まで

含まれ、最狭義でとらえた場合は、NPO法 人を指すとしています。また、NPO

法以前から民間非営利の活動を行つている公益法人、社会福祉法人、学校法人、医

療法人等は含められていません。

この指針においては、NPOを 次のように定義することとします。

[ 定 義 ]

「NPO」 とは、NPO法 人格の有無や活動の分野にかかわらず、社会貢献活動

を継続的に行う民間非営利団体をいい、①特定非営利活動法人と②市民活動団体や

ボランティア団体と定義する。

また、NPOの 活動の特性 としては、自主性 ・自発性、先駆性、迅速性、専門性、

多様性、有償性等があげられます。



[自主性 ・自発性] NPOの 活動の動機は自ら持つ社会的使命であり、その社

会的使命に共感する人が主体的に組織に参加し、活動を行うことがで

きます。

[先駆性] 地 域のニーズや課題を敏感にとらえ、実験的で先駆的な取組を行う

ことができます。

[迅速性] 制 度的に対応が困難な新たな社会的課題に対して取り組むことが多

く、迅速に対応することができます。

[専門性] 行 政にはない専門性や独自のネットワークを生かし、より専門的な

取り組みを行うことができます。

[多様性] 自 発的に独自の行動を取ることができるため、その活動形態は多様

性に富み、個別対応など、様々なサービスを提供することができます。

[有償性] NPOの 有慣性は、非営利でいう無償とは別の概念であり、サービ

スを提供することにより利益を上げてはいけないということではあり

ません。利益を上げる収益活動を行つてもよいが、利益は構成員で分

配せずに、本来の活動目的に再投資されます。

「N P O 概 念 図」

NPOに 含まれる団体の種類 最広義

・国民生活白書での範囲
。この指針で定義する
NPOの 範囲

アメリカで一般的に
使われている範囲

最狭義

公益団体 共益団体

※ ま れに地縁組織である町内会や自治会を NPOに含めるときがある。

参考 :「平成 12年版国民生活白書」経済企画庁 (現内閣府)編
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「①特定非営利活動法人」については、資料1を参照
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2 ボ ランティア

この指針においては、ボランティアを次のように定義することとします。

[ 定 義 ]

「ボランティア」とは、自主的 ・自発的に社会貢献活動を行う個人と定義する。

なお、ボランティアの活動の特性には、自主性 ・自発性、社会性、先駆性等があげ

られます。

また、ボランティア活動は、基本的には実際にかかる費用(交通費や食費等)以外

の金銭的な見返りを求めない無慣性に基づく活動とされています。

さらに、ボランティアはNPOと 密接な関係にあり、NPO活 動を支えるのは、

労カボランティア、会費 ・寄付ボランティア及び専門職ボランティアなどをはじめ

として、多様なボランティアである場合が圧倒的に多いといえます。

3 NPO・ ボランティア活動

1と 2か ら、NPOは 組織としての団体であり、ボランティアは個人という違い

がありますが、NPOと ボランティアは、自主的 ・自発的に社会貢献活動を行う点

で共通しており、この指針では、「NPO。 ボランティア活動」を次のように定義す

ることとします。

[ 定 義 ]

社会に貢献する市民の活動のうち、次のいずれにも該当する活動を 「NPO・ ボ

ランティア活動」と定義する。

① 自 主性 ・自発性に基づく活動

② 市 民の生活の向上や改善に結びつき、社会に貢献する活動

③ 具 体的活動分野は、NPO法 における各分野に相当する活動

④ 継 続的な活動

⑤ 営 利を目的としない活動 (収益を構成員で分配せず、本来の活動目的に再投

資される場合は、営利を目的としない活動とみなします。)

⑥ 常 に活動内容が公開された活動

なお、政治活動や宗教活動を主たる目的とする活動は対象としません。

基本的な考え方

1 基 本理念

市は、NPO。 ボランティア活動への参加を支援 し、促進するとともに、市民、N

PO・ ボランティア、事業者及び市がそれぞれの役割や責任を認識 し、「″いふれあう

緑ゆたかな 住 みよいまち」の実現に向けて、市民、NPO・ ボランティア、事業者

及び市の協働によるソフ トパワー重視のまちづくりを目指 します。



そして、この指針では、「協働」を次のように定義することとします。

[ 定 義 ]

異なる主体が、相互の立場や特性を認めつつ、対等の立場で、共通する課題の解

決や社会的目的の実現に向け、協力することと定義する。

※ ソ フトパワー  能 力や魅力で人々を引きつける力であり、その結集とい

われる。府中市では、市民や職員の知恵と力を結集し、工夫をこらし、魅力

あるまちづくりを進める原動力となるものをいう。

2 市 民、NPO。 ボランティア及び事業者の役割と市の責務

(1)市 民の役割

NPO。 ボランティア活動の社会的役割について理解を深めるとともに、身近な

地域課題に対し、自主的 ・自発的に協働していくよう努めるものとします。

(2)NPO・ ボランティアの役割

自主的、自立的な活動を行い、広く市民からの理解と支持を得られるよう努め

るとともに、必要に応じて他のNPO・ ボランティア、事業者及び市と協働するよ

う努めるものとします。

13)事 業者の役割

地域社会の一員として、市民、NPO。 ボランティア及び市との協働について理

解を深めるとともに、地域社会の発展に貢献するよう努めるものとします。

に)市 の責務

NPO。 ボランティアの自主性、自立性を尊重したうえで、NPO。 ボランティ

ア活動を側面から支援するとともに、市民、NPO。 ボランティア及び事業者の協

働の促進に努めます。

IV 市 とNPOと の協働

1 市 とNPOと の協働を進める基本的な考え方

市民の多様化するニーズには、法令や予算に基づいて公平 ・均
一的なサービスの

提供を中心として行 う行政や利益追求を目的とする企業だけでは、十分な対応が難

しくなってきています。
一方、公益 ・非営利の分野で、地域社会のさまざまな課題や市民ニーズに対 して

自主 ・自立した活動を行 うNPOは 、今後の、府中市におけるまちづくりの担い手

として大きな可能性が期待されていまづ。

こうした社会の変化の中、市民に直接的なかかわりがある行政サービスにおいて、

NPOと 協働 し、その専門性や迅速性などの特性を生かすことで、より市民のニー

ズに沿つたサービスの提供が可能になります。



2 協 働による効果

(1)行 政は、多様化する市民ニーズに対応でき、公共サービスの向上が図れます。

12)NPOは 、協働領域の広がりにより、新たな活動の場が広がります。

ほ)市 民は、きめ細かで柔軟なサービスを受けられるようになります。

3 協 働の基本原則

協働は、市の政策目的とNPOの 活動目的が共通であることが前提となります。

なお、協働は、市民の生活に直接的なかかわりがあり、NPOの 特性が生かせる事

業に適しています。

また、協働を行うには、情報公開や組織運営 ・経理の適正化、活動実績等の客観

的基準による協働相手の選定などにより、協働事業における公平性を確保する必要

があります。そのためには、協働事業の内容を公開するなど、協働をより開かれた

ものにしていく必要があります。

府中市は、次の6つ の原則に基づいて協働を推進します。

【協働の基本原則】

① 対 等の関係

立場の対等性を尊重しながら協働すること。

② 相 互理解

それぞれの特性や違いをよく理解すること。

③ 自 主性確保と自立化促進

NPOの 自主性確保を前提に、自立化を促す方向で協働を進めること。

④ 有 期性

特に、継続的な関係の場合は、成果を双方で評価し、協働の期限を決めるこ

と。

⑤ 情 報の公開

市とNPOと の協働関係が、公開されていること。

⑥ 機 会の平等

協働の機会が、NPOに 平等に開かれていること。

4 協 働の形態

協働には様々な形態がありますが、NPOと の協働事業の具体化に当たっては、

市民ニーズの充足、NPOの 自主性の確保や特性を生かせる可能性などを考慮し、

最も適切な協働の形態を選択します。あわせて、どの形態であっても、その役割分

担や経費負担を明確にする必要があります。

また、今後、様々な分野で協働が行われることで、新たな協働形態が生み出され

ることが考えられます。

主な協働の形態には、次のような形態があります。



【協働の形態】

① 後 援

後援は、市がNPOの 事業の趣旨に賛同し、円滑な事業遂行のために行う

行為であり、事業の効果的な実施が期待できることから、できる限り多様な

公益性を認めて後援する必要があります。

② 共 催

市とNPOが 主催者となつて共同で一つの事業を行う協働形態です。

NPOと 共催することで、行政にはない専門性やNPOの 持つネットワークを

生かすことができます。

③ 実 行委員会

市とNPO等 で構成された実行委員会が主催者となつて、事業を行う協働

形態です。構成員間で役割分担を定めることが重要です。NPOを 通じて市

民の意見を生かした事業の企画 ・実施や行政にはない専門性を生かすことが

可能となります。このためには、事業の企画段階から積極的にNPOと の協

力関係を築き、情報の共有、事業の企画、実施を進めることが重要です。

また、NPOを はじめとした構成団体の持つお互いのノウハウやネットワ

ークが生かされ、交流 ・連携が促進されます。

④ 事 業協力

市とNPOと の間で、それぞれの特性を生かした役割分担のもとに、協力

して事業を実施します。双方の責任の範囲、経費負担、事業期間などを定め

た協定書を締結するなど、一定の期間、継続的な関係のもとで事業を協力し

て行う協働形態です。

⑤ 委 託

NPOの 持つ専門性、先駆性、柔軟性が発揮され、NPOの ネットワーク

が求められる業務について委託する協働形態です。ただし、協働における委

託においては、単なる下請ではなく対等なパートナーとして、事業の企画や

実施、意思決定においてNPOが 参画する仕組みがあることが必要です。

⑥ 政 策形成過程への参画

NPOの 代表が市の審議会や協議会等に参画することにより、NPOの 特

性である専門性、先駆性、柔軟性などを生かしたアイデアや意見を市の施策

に反映できます。

⑦ 情 報提供 ・情報交換

市が、NPOか ら協働事業の提案を受けたり、市民ニーズや協働事業に関

する意見を聴いたりするなど、双方が持つている情報を提供し合うことによ

り、情報収集の効率化、情報の共有化が図られます。



5 協 働の推進における課題

市とNPOと の協働を進めるには、次のような課題があげられます。

(1)NPOの 活動における課題

① 財 政基盤の安定化、人材確保・育成、活動交流場所の確保

② 行 政の立場や役割に対する理解、行政への情報提供

③ NPO間 の連携

④ 活 動・事業における専門性の向上

12)行政における課題

① 各 部署の横断的な団体情報の収集、整理と活用

② 協働可能な行政分野の情報提供

③ 職 員及び市民へのNPO・ ボランティア活動、協働に対する理解の促進

④ 協働するNPOの 選定手続きの公開性・透明性の確保

⑤ 事 業開始前及び実施後の評価

V 市 とNPOと の協働に向けた環境づくり

NPOが 、地域において様々なサービスの担い手として活動 していくことは、市民

の社会参加や地域の活性化につながり、まちづくりの重要な役割を果たすものです。

しかしながら、わが国のNPOは 、組織面や活動面において多くの課題を抱えてい

ます。これ らの課題解決のためには、NPOが 自らの力で組織強化を図り、ボランテ

ィアや会員、寄付者など多くの市民の支持を得て、安定した団体運営を行える体質に

なるよう努めることが大切です。

しかしながら、NPOを 取 り巻く社会環境などがまだ十分でないことから、府中市で

は、NPOの 自主性、自立性を尊重し、側面的な支援を行い、活動 しやすい環境づくり

を進めていきます。

府中市では、次のとお り具体的な施策を推進 していきます。

l NPO・ ボランティア活動センターの充実

平成 14年 8月 に開設 した府中NPO。 ボランティア活動センターは、NPO法 に

おけるすべての分野の活動を対象として、現在、NPOに 対する会議や印刷作業のコ

ーナーの提供、NPO法 人の設立等についての相談、NPO・ ボランティア活動の情

報収集 ・提供及び啓発事業等を行政が直接運営しています。

(1)市 民主体によるセンターの運営

センターの運営は、市民主体で行い、市民が育てるセンターを目指 します。

市とNPOと の関係の公正性の観点からも、第二者機関としての中間支援組織

による運営が望ましく、センターの支援機能の充実が図られます。

12)社 会福祉協議会のボランティアセンターとの連携

市の 「府中NPO・ ボランティア活動センター」と社会福祉協議会の 「ボランテ



ィアセンター」の役割については、現時点で、明確な役割分担を行うことは困難

であることから、現状の業務を行いながら情報を共有するとともに、具体的な課

題を整理し、どのような連携が図れるか検討していくものとします。

2 施 設利用の環境整備

NPOの 会議や活動発表などの活動については、地域の公共施設における利用環

境の検討を行うとともに、商店街空き店舗など民間施設の有効活用の検討を行つて

いきます。

3 NPOの 人材育成

NPOの 自立を促進するため、NPOの 組織運営に必要な会計、税務、労務等の

講習や研修を実施していきます。

また、東京ボランティア・市民活動センターなどの関係機関との連携を図りなが

ら、専門知識を有する人材派遣等の情報提供に努めます。

4 NPOに 関する情報の収集及び提供

現在実施している市報でのNPO。 ボランティア団体の活動紹介を推進するとと

もに、市民や事業者との交流が図れるイベントの開催や学習会 ・講座等を通じて、

NPOの 活動を広く啓発します。

また、情報ネットワークシステムを検討し、NPO活 動に関する情報の収集及び提

供を促進し、ネットワークづくりを進めます。

5 NPOの 自立につながる支援

我が国では、NPOに 対する寄付の税法上の優遇措置が確立されていないため、

市民がNPOを 支える社会環境の障害の一つとなつています。

また、国においては、公益法人制度改≧の中で、新たな非営利法人制度の検討が

進められています。したがつて、こうした動向を踏まえながら、施策の対応を図つ

ていく必要があります。

※ 公 益法人制度改革 平 成 15年 6月 27日 に 「公益法人制度の抜本的改革

に関する基本方針」が閣議決定され、新たな非営利法人制度の検討を進め、

平成 17年 度末までに法制上の措置等を講ずることを目指すとしている。

(1)NPO法 人の市民税均等割の免除

NPOが 、NPO法 人格を取得した場合の法人市民税の均等割については、免

除します。ただし、収益事業を行うものを除きます。(平成 10年 12月 1日措置

済)



12)委 託事業の推進

行政の事業で、NPOの 持つ特性が発揮できる事業については、行政評価制度

や今後作成する協働推進マニュアルなどを通じて、NPOへ の委託を推進します。

13)金 融機関融資制度利用団体への利子補給事業の検討

を利用した場合に、借入金金融機関における 「NPOへ の事業資金貸付制度」

の利子補給を行う事業を検討します。

惚)財 団など資金提供団体の制度活用の促進

国をはじめNPOを 支援する財団法人などからの助成や寄付金の制度について

情報提供に努めます。

脩)国 及び東京都への要望

国の法整備や施策に関する事項、東京都が広域的に実施すべき事項などについ

ては、国及び東京都に積極的に働きかけを行うとともに、国、東京都及び他の市

区町村等の関係機関との連携に努めていきます。

6 NPOと の協働に関する職員の理解の促進

協働を推進していくためには、NPOの 活動特性を十分に理解する必要があるこ

とから、NPOと の意見交換などを含めた職員研修内容の一層の充実を図つていき

ます。

VI 市 とボランティアとの協働

1 市 とボランティアとの協働を進める基本的な考え方

市民の自主的 ・自発的に行われるボランティア活動は、様々な市民ニーズに対応

するため、人と人とが共に助け合い、社会を支える力として注目され、期待されて

います。

市は、ボランティアの主体性を尊重し、協働していくとともに、市民の生き生き

としたボランティア活動が推進される環境づくりを進めていくことが大切でありま

す。

また、ボランティアとの協働については、自分の意欲や能力を社会の中で生かし

たいと考えている市民に対して活躍の場を提供することにより、より市民ニーズに

即した形で、きめ細かく柔軟なサービスの提供が可能になります。

2 協 働の基本原則

市とNPOの 協働関係同様、ボランティアとの協働においても相互の特性や専門

性などが異なりますが、協働するうえでの目的が共通であることが前提となります。

また、ボランティア活動をしたいという市民ニーズにこたえることや、ボランテ

ィアの参加を促進するためには、ボランティアの特性等についてよく理解し、ボラ

ンティアをコスト削減のための無償の労働力とみなさないことが重要です。
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市とボランティアが協働 し、事業を実施することで、行政をより身近なものとし

て感 じ、市政への参画意識の向上に結びつくことと、市民の自己実現のための新た

な活躍の機会が増えることが期待されます。

また、ボランティアとの協働については、NPOと の協働の 6つ の原則同様に、

互いの特性や対等性を尊重 し合い、協働を推進する必要があります。

3 市 とボランティアとの協働に向けた環境づくり

(1)協 働の推進に伴 う環境整備

市は、事業へのボランティアの参加を推進するため、既存事業の見直しや、職

員の意識改革に努める必要があります。

ボランティアは個人が活動の主体となり、自由な意思で参力日するため、事業の

内容や方法等の見直 しや工夫をするなどの受入体制の整備や、事業実施における

ボランティアの参加についての意義、効果等に関する職員の理解や認識を深める

ことが大切 となります。

12)ボ ランティアに関する情報提供の充実

ボランティア活動に参加 したいとい う市民に対して、NPO及 び関係機関のボ

ランティア募集についての情報を提供していくとともに、市民の希望や関心に沿

つた活動内容等も選択できるような幅の広い情報を提供 していくことで、市民の

参加意欲をはぐくんでいくことも必要となってきます。

また、ボランティア活動についての情報を充実させるため、社会福祉協議会な

どの関係機関と情報を共有するなどの連携も大切です。

13)ボ ランティア活動に関する学習機会の充実

ボランティア活動に関心を持つ市民に対して各種の講座を開催するなど、学習

の機会を提供することで、理解 と参加をはぐくんでいきます。

また、市がボランティアの参加を得る事業については、研修を実施 し、目的、

活動内容、活動に当たつての知識 ・技術の習得など、ボランティアが自主性をも

って事業に参加できるように進めることが大切です。

14)ボ ランティア保険についての検討

活動中の自らの事故や損害に備え、ボランティア活動が安心して、より活発に

行われるためには、個人のボランティア保険への加入を促進 しなければなりませ

ノtノ。

また、ボランティア保険の制度については、東京都や他の自治体等の状況を充

分に研究し、検討 していきます。       、



資 料

特定非営利活動促進法の概要について

目 的

特定非営利活動促進法は、法の定める分野の非営利活動を行なう団体に 「特定非営

利活動法人」とい う法人格を与えることにより、ボランティア活動をはじめとした市

民活動の健全な発展を促進 し、公益の増進に寄与することを目的としています。

なお、この法律は、平成 10年 12月 1日 に施行され、その後、特定非営利活動の

種類の追加、設立の認証申請手続きの簡素化、暴力団を排除するための措置の強化な

どの改正法が平成 15年 5月 1日 に施行されました。

2 対 象となる団体

この法律に基づいて、特定非営利活動法人になれる団体は、次のような要件を満た

すことが必要です。

1 特 定非営利活動を行うことを主たる目的とすること

2 営 利を目的としないものであること (利益を社員で分配しないこと)

3 社 員 (正会員など総会で議決権を有する者)の 資格の得喪に関して、不当な条件

を付けないこと

4 役 員のうち報酬を受ける者の数が、役員総数の3分の 1以下であること

5 宗 教活動や政治活動を主たる目的とするものでないこと

6 特 定の公職者 (候補者を含む)又 は政党を推薦、支持、反対することを目的とす

るものでないこと

7 暴 力団でないこと、暴力団又は暴力国の構成員等の統制の下にある団体でないこ

と

8 10人 以上の社員を有するものであること

特定非営利活動とは、次にあてはまる活動のことです。

①法第2条の別表に掲げる活動に該当する活動

別表

1 保 健、医療又は福祉の増進を図る活動

2 社 会教育の推進を図る活動

3 ま ちづくりの推進を図る活動

4 学 術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

5 環 境の保全を図る活動

6 災 害救援活動

7 地 域安全活動

8 人 権の擁護又は平和の推進を図る活動
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9 国 際協力の活動

10 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

11 子 どもの健全育成を図る活動

12 情報化社会の発展を図る活動

13 科学技術の振興を図る活動

14 経済活動の活性化を図る活動

15 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

16 消費者の保護を図る活動

17 前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動

②不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とするものであること

4 設 立の手続き

特定非営利活動法人を設立するためには、法律に定められた書類を添付 した、申請

書を所轄庁に提出し、設立の認証を受けることが必要です。提出された書類の
一部は、

受理 した日から2ヶ 月間誰でも縦覧することができます。

所轄庁は、申請書の受理後 4ヶ 月以内に認証又は不認証の決定を行ないます。

認証決定後、登記することにより法人として成立することになります。

5 情 報公開について

特定非営利活動法人は、毎事業年度初めの 3ヶ 月以内に、前事業年度の事業報告書

及び役員名簿等を作成 し、定款などとともに主たる事務所に備え置き、利害関係人に

閲覧させるとともに、所轄庁に提出し、
一
般公開されることとなります。

6 法 人の運営について

法人は、法に定められた運営をしなければなりません。年 1回 以上の総会開催、役

員の数や親族等の役員就任などに関して制約があります。会計についても、法に定め

られた原則に従い会計処理を行なわなければなりません。

また、法人は活動の資金や運営の経費にあてるために、特定非営利活動の事業に支

障のない範囲でその他の事業 (収益事業等)を 行 うことができます。

ただし、その他の事業の会計は、本来の活動に関する会計から区分 しなければなり

ません。

7 所 轄庁について

特定非営利活動法人の所轄庁は、その事務所が所在する都道府県の知事になります。

また、複数の都道府県に事務所を設置している場合には、内閣総理大臣となります。
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資 料 2

府中市NPO・ ボランティアとの協働推進懇談会設置要綱

(趣旨)

第 1 府 中市におけるNPO・ ボランティアの活動並びに市民、NPO・ ボランティア、事業者及び

市との協働の推進に向けた施策を総合的かつ計画的に推進するため、府中市NPO。 ボランティア

との協働推進懇談会 (以下 「懇談会」という。)を 設置し、その組織及び運営について必要な事項を

定めるものとする。

(所掌事項)

第 2 懇 談会は、次の各号に掲げる事項について検討し、その結果を市長に報告する。

(1)NPO。 ボランティアの活動の推進に関すること。

(2)市 民、NPO・ ボランティア、事業者及び市との協働の推進に関すること。

(3)府 中NPO。 ボランティア活動センターの運営に関すること。

(4)前 3号 に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項

(組織)

第 3 懇 談会は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が依頼する委員をもつて組織するものとする。

(1)NPOの 代表者     5人 以内

(2)市 内関係団体の代表者  3人 以内

(3)公 募による市民     2人 以内

2 前 項の委員の任期は2年 とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、公募によ

る市民の委員を除き再任を妨げない。

(会長及び副会長)

第 4 懇 談会に会長及び副会長を置く。

2 会 長及び副会長は、委員の互選による。

3 会 長は、懇談会を代表し、会務を総理する。

4 副 会長は、会長を補佐 し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

(会議)

第 5 懇 談会は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。

2 懇 談会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

3 懇 談会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求めることができる。

(庶務)

第 6 懇 談会の庶務は、生活文化部文化コミュニティ課NPO・ ボランティア支援担当において処理

する。

(雑則)

第 7 こ の要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

付 則

この要綱は、平成 14年 9月 11日 から施行する。
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資 料 3

府中市NPO・ ボランティアとの協働推進会議設置要綱

(趣旨)

第 1 こ の要綱は、府中市におけるNPO・ ボランティアとの協働に関する施策を総合的かつ効果的

に推進するため、府中市NPO・ ボランティアとの協働推進会議 (以下 「推進会議」という。)を 設

置し、その運営について必要な事項を定めるものとする。

(所掌事項)

第 2 推 進会議の所掌事項は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1)NPO・ ボランティアとの協働に関する方針 ・計画の策定に関すること。

(2)NPO。 ボランティアとの協働に関する施策の総合調整及びその推進に関すること。

(3)NPO。 ボランティアとの協働に関する調査及び研究に関すること。

(4)前 3号 に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項に関すること。

(組織)

第 3 推 進会議は、次の各号に掲げる部及び事務局から選出された課の課長相当職にある者をもつて

組織する。

(1)総 務部  (2)財 務部 (3)生 活文化部 (4)福 祉保健部  (5)子 育て支援本部

(6)環 境安全部  (7)都 市建設部 (8)学 校教育部 (9)生 涯学習部 (10)議会事務局

(会長及び副会長)

第 4 推 進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。

2 会 長は、推進会議を代表し、会務を総理する。

3 副 会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

(会議)

第 5 推 進会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。

2 推 進会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

3 推 進会議は、必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求めることができる。

(事務局)

第 6 推 進会議の事務局は、生活文化部文化コミュニティ課NPO。 ボランティア支援担当において

処理する。

(雑則)

第 7 こ の要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。

付 則

この要綱は、平成 14年 6月 5日 から施行する。
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資料  4

1 府 中市NPO・ ボランティアとの協働推進懇談会委員名簿

2 府 中市NPO・ ボランティアとの協働推進会議委員名簿

3 府 中市職員

NPO・ホ
｀
ランティア担当市政ディレクター

文化コミュニティ課NPO・ホ
ヾ
ランティア支援担当主幹

文化コミュニティ課NPO・ホランティア支援担当主査

渡 戸
一
郎

石 井  順  子

佐 伯  富  丈

平成 15年 8月 在

NO. 区 分 所 属  名 氏 名 備 考

1

NPOの代表者

特定非営利活動法人府中地域福社会
えりじあ 武 野 興 司 会 長

つ
つ

特定非営利活動法人パーソナルケア
サービスみもざ 杉 村 靖 子

3
特定非営利活動法人市民生活アシス

トセンター 鹿 島 主 計

4 府中市青少年対策地区委員会 榎 本 保 子 副会長

5 府中市けやき消費者の会 大 平 美 津江

6

関係団体の
代表者

むさし府中商工会議所 松 山    晃

7 社団法人むさし府中青年会議所 菊 池 伸 明

8 社会福祉法人府中市社会福祉協議会 佐 藤 恵 子

9

公募による市民
朝 倉 敏 夫

10 立 浪  和  夫

(平成15年8月 現在)

NO. 役  職  名 氏 名 備 考

1 総務部企画課長補佐 今 坂   英  一 副会長

９

０ 財務部契約課長 清 水    久

3 生活文化部女性青少年課長 林 昇 会 長

4 福祉保健部地域福祉推進課長 野 岡   富  昭

5 子育て支援本部子育て支援課・待機児解消推進担当主幹 田 添  幸  久

6 環境安全部リサイクル課長 山 岸  貝J 夫

7 都市建設部計画課長補佐 遠 藤  道  夫

8 学校教育部保健給食課長 田 中   揚  子

9 生涯学習部生涯学習課長 鎌 田  義  恵

10 議会事務局議事課長 戸井田  喜
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